








村松 岐夫 白石 隆
本書は、国際 日本文化研究センターにおける1999-2001年 度にかけてのプロジェク ト 厂日
本の政治経済とアジア諸国」の研究成果である。本研究会は、 日本の政治変動や経済発展 との
関連で、アジア諸国における民主政への移行 と経済発展を研究す ることを目的 とした。本書の
個別論文は、それぞれの専門から研究対象 とする国やテーマを選んでいる。研究方法も政治学
者 と経済学者とでは相当に異なっているが、本書の全体 としての狙いは、戦後 日本の政治経済
の発展 とアジア諸国のそれ との間に密接な関連があるとの基本的な考えに立って、その関連を















いたと言わざるを得ない。これ らの国の政治エ リー トの中に、民主政そのものよりも、政治秩
序の形成が先決だとの判断を持つ者があった としても不思議ではない。近代化初期の国々に関
して、政治秩序の安定化には経済発展が必要であり、経済発展のためには政治秩序の確立が不




























であった との見方 もあるが、仮にそ うだ としても、政治体制が示すこの硬軟両様のなかで体制
への不満や衝撃が吸収 されてきた。
同様に安定したマ レーシアにおいては、1971年 以降実施された過去7回 の総選挙において、
統一マレー人国民組織(UMNO)を 中心 とした国民戦線(N:F)が 下院議会の3分 の2以 上に
あたる議席を獲得 してきた。このNFは 、1971年 に始まる新経済政策(NEP)実 施のために、
マレー人社会の優位性と 「マレーシア」国民の参加 とい う二つの政治的課題を掲げてきた。 こ
の課題の実現を担 うNF政 権を維持するために重要な鍵 を握ったのが、マレー人に有利な選挙
区割 りであった。鳥居論文は、以上のことを1970年 代以降の時系列データを用いて明らかに
する。 しかしながら、1980年 代後半よりマレー人選挙区において 「UMNO離 れ」の傾向が見
られ、1999年 の総選挙でUMNOは 大敗 を喫することになった。NFと い う政治 システムは







から独立 した明確な権限を有 してきた。1991年 の 「新地方政府法」は、従来の分権化をさら
に加速化 したものである。 しか しながら、フィリピンの中央地方関係の特徴は、中央政府 と地

















行 された 「97年憲法」に基づいて地方分権が推進される過程を、制度変革の分析を通 して明
らかにしよ うとする。 この論文の特徴は、地方分権化を支持する学者たちの政策ネ ットワーク
に着 目している点にある。
次の章に置かれる村松論文は、本序文の冒頭における 「密接な関係」の二分類で言えば、 日
本 と途上国の経験をパラレルに理解 しようとする系統の論文である。3国 の分権化に関する論
文を受けて、 日本における明治以降の民主化 と分権化の挫折と発展を比較論的に分析 している。





日本はアジア危機 にあたって総額800億 ドル の資金援助をおこなったほか、「チェンマイ ・イ
ニシアチブ」にも積極的に関わったが、デジタル ・デバイ ドに対処するための技術 ・資金協力、
アジアの安定的な金融システム構築のための知的貢献、世界的経済統合を促進する手毀として
の地域:FTA(財 の取引だけでなく人 ・資本 ・情報の移動などを広 くカヴァーする自由貿易協





このODAに 関す る日本の国内過程を分析するのが芦立秀朗である。芦立論文は、 日本にお
いて2000-2002年 に見られた対中援助削減劇は、中国の軍事費拡大 とODA大 綱の整合性や中








は確かである。また、研究会には、関連する分野か ら、 池本幸生氏(東 大)、真田幸光氏(愛
知淑徳大)、 廉載鎬氏(高 麗大)、 穴沢真氏(小 樽商大)、 ジョン ・マロッ ト氏(元 駐マ レーシ
ア ・アメ リカ大使)、 谷川浩也氏(経 済産業省 ・経済産業研究所)、 細川恒氏(元 通産省)、 佐




氏には大変にお世話になった。 これ らすべての方々に感謝 したい。
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